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国内景気は 2 カ月ぶりに改善 
～ ワクチン接種の普及などで個人消費関連も上向く ～ 

 

 
  
（調査対象 2 万 3,737 社、有効回答 1 万 1,109 社、回答率 46.8％、調査開始 2002 年 5 月）  
  
調査結果のポイント 

1.2021年6月の景気DIは前月比1.6ポイント増の39.1となり、2カ月ぶりに改善

した。国内景気は、海外経済の回復に加え個人消費関連も上向き、2 カ月ぶりに

改善した。今後は、感染者数の動向が懸念材料であるものの、緩やかに上向いて

いくとみられる。 
 

2.全10業界が改善。9都道府県で緊急事態宣言が解除されたなか、ワクチン接種の

普及も進み、『サービス』『小売』などの個人消費関連の景況感が上向いた。また、

米中向けに自動車や半導体関連などの輸出が増加傾向にあるなか、『製造』『卸売』

も改善した。 
 

3.『北関東』『北陸』『近畿』など3カ月ぶりに10地域すべてが改善した。緊急事態

宣言が「沖縄」を除く9都道府県で解除され、44都道府県が改善した。特に、主

要産業として IT 関連や輸出向けの機械製造などを持つ地域の改善が目立った。

「大企業」「中小企業」「小規模企業」が3カ月ぶりにそろって改善した。 
 
 
 
 
 
 

           

< 2021 年 6 月の動向 ： 再び上向く > 

2021 年 6 月の景気DI は前月比 1.6 ポイント増の 39.1 となり、2 カ月ぶりに改善した。 
6月の国内景気は、海外経済が回復傾向を示すなか、9都道府県での緊急事態宣言の解除

やワクチン接種の普及などで人流が増加傾向で推移するなど、経済活動は徐々に正常化に

向け動き出した。輸出の急増とともに製造業の景況感が上向いたほか、人出が徐々に戻り

つつあるなかで小売業や個人向けサービス業など個人消費関連の改善も表れた。企業のデ

ジタル化やSDGsに関連した需要増加など、新しい社会に対するニーズの創出もみられた。

他方、燃料価格の上昇にともなうコスト負担の高まりや、木材や鉄鋼などの材料不足など

はマイナス要因となった。また、企業の景況感における「K 字型」経済の傾向は続いた。 
国内景気は、海外経済の回復に加え個人消費関連も上向き、2カ月ぶりに改善した。 

 
< 今後の見通し ： 緩やかな上向き傾向 > 

今後の国内景気は、ワクチン接種の普及とともに感染拡大による経済活動への制約も

徐々に和らいでいくとみられる。また、中国や米国など海外経済の回復や 5G の本格的普

及、自宅内消費の拡大傾向などはプラス材料になる。さらに、テレワークなど業務のリモ

ート化による通信インフラの整備や AI などの普及にともなう働き方改革に対する需要の

本格化が期待される。他方、原材料価格の上昇のほか、半導体不足やコンテナ不足による

供給リスクの長期化は懸念材料である。さらに、業種や地域に対する二極化の動向や東京

五輪の行方などは注視する必要があろう。 
今後は、感染者数の動向が懸念材料であるものの、緩やかに上向いていくとみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2021年 7月 5日 
株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 

https：//www.tdb.co.jp 

                 景気動向オンライン  https：//www.tdb-di.com 

TDB 景気動向調査（全国）― 2021 年 6 月調査 ― 
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※景気予測DIは、ARIMAモデルに経済統計を加えたStructural ARIMAモデルで分析。破線は予測値の幅（予測区間）を示し、予測値±2標準偏差で算出

2021年 予測実績
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業界別：全 10 業界が改善、緊急事態宣言の解除で個人消費関連が上向く  
・全 10業界が改善。9都道府県で緊急事態宣言が解除されたなか、ワクチン接種の普及も進

み、『サービス』『小売』などの個人消費関連の景況感が上向いた。また、米中向けに自動

車や半導体関連などの輸出が増加傾向にあるなか、『製造』『卸売』も改善した。 
 
・『サービス』（39.7）…前月比2.2ポイント増。3カ月ぶりに改善。9都道府県で緊急事態

宣言が解除され、依然として厳しい水準ではあるが「飲食店」（同 7.5ポイント増）や、「旅

館・ホテル」（同6.0ポイント増）がそれぞれ大きくプラスとなった。企業のデジタル化な

どを背景にソフト受託開発が堅調な「情報サービス」（同 1.9ポイント増）や、建設機械器

具賃貸などが上向いた「リース・賃貸」（同 3.1ポイント増）など、『サービス』は 15業種

中 12業種が改善した。他方、「電気通信」（同 12.7ポイント減）は大幅に悪化。「娯楽サー

ビス」（同0.3ポイント減）も、フィットネスクラブなどが低調な推移となった。 
 
・『小売』（34.5）…同 1.4ポイント増。3カ月ぶりに改善。人出が徐々に戻りつつあるなか、

夏季賞与の支給月でもあったことで「家電・情報機器小売」（同 5.0ポイント増）が大幅に

プラス。「専門商品小売」（同 0.3 ポイント増）も、時計・眼鏡やスポーツ用品を扱う企業

の景況感が上向いた。そうしたなか、「自動車・同部品小売」（同 2.1 ポイント増）では 3
カ月連続での改善となったものの、半導体不足の影響により一部商品の供給を不安視する

声がみられるなど、先行きへの懸念材料も浮上している。 
 
・『製造』（40.6）…同 1.6ポイント増。2カ月ぶりに改善。景気DIは 2019年 10月（40.3）
以来 1年 8カ月ぶりに 40 を上回り、『製造』は全 12 業種で改善となった。半導体や自動

車関連を中心に輸出が回復傾向にあるなか、半導体製造装置などが含まれる「機械製造」

（同 1.5ポイント増）は 12カ月連続の改善。自動車部品などの「輸送用機械・器具製造」

（同 1.8ポイント増）も 2カ月連続で改善し、生産・出荷量DIは 63.8と『製造』12業種

中で唯一60を上回った。他方、『製造』の仕入単価DIは 63.1と『建設』（63.4）に次ぐ水

準となり、材料など仕入価格の上昇傾向は継続。企業からも半導体、木材、鉄鋼などの材

料の不足、その価格上昇の影響を懸念する声がみられた。 
 
・『運輸・倉庫』（34.5）…同 0.8ポイント増。2 カ月ぶりに改善。依然として厳しい水準で

推移しているものの、バス・タクシーなどの旅客自動車運送や旅行業の景況感が上向いた。

また、自宅内消費の拡大により eコマース関連も堅調に推移した。一方、燃料価格の上昇

傾向が続くなか、製造業や建設業の材料不足にともない国内での荷動きが停滞。そうした

なか、一般貨物自動車運送業の景況感は 2カ月連続で悪化した。さらに、コンテナ不足や

海上運賃の高騰による影響も続いており、港湾運送の景況感も落ち込んだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

20年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

21年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 前月比

農・林・水産 29.6 31.4 31.0 30.3 34.4 38.7 35.4 30.9 33.8 35.0 37.5 37.7 39.1 1.4

金融 32.4 31.5 32.6 35.3 38.3 37.7 35.6 36.1 38.3 39.2 38.3 39.5 41.7 2.2

建設 36.3 37.5 38.4 40.4 41.1 41.8 40.9 39.4 40.6 41.6 41.4 40.0 41.6 1.6

不動産 29.2 32.5 33.1 35.6 36.4 36.8 36.4 35.5 38.3 40.6 40.8 39.4 40.9 1.5

飲食料品・飼料製造 27.2 29.6 30.5 32.0 34.2 36.0 32.5 30.7 30.8 34.4 35.2 33.6 34.0 0.4

繊維・繊維製品・服飾品製造 17.9 19.8 20.3 23.5 24.7 26.8 26.1 24.5 26.0 26.8 28.7 29.2 29.3 0.1

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 28.1 28.3 29.8 31.3 35.1 35.4 36.0 37.3 37.2 37.8 39.3 38.6 40.1 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造 19.3 21.0 22.9 24.1 26.2 29.2 29.3 27.6 29.4 33.0 34.3 33.5 34.9 1.4

出版・印刷 16.0 15.8 18.8 20.4 21.9 22.7 21.8 20.2 22.2 26.0 27.2 24.2 27.1 2.9

化学品製造 25.9 27.3 27.8 31.1 34.4 37.7 39.3 38.0 40.9 43.3 44.2 44.3 44.5 0.2

鉄鋼・非鉄・鉱業 20.8 22.3 23.6 25.4 29.2 33.1 34.3 33.9 37.0 39.3 40.5 39.9 43.4 3.5

機械製造 23.5 24.6 25.0 26.5 29.1 31.7 33.5 33.6 36.9 41.2 42.1 42.2 43.7 1.5

電気機械製造 27.0 27.5 27.7 28.9 33.0 34.8 35.5 36.1 39.6 42.6 43.2 42.8 45.0 2.2

輸送用機械・器具製造 18.1 21.2 24.2 27.8 34.9 36.3 40.1 40.1 40.3 45.3 45.2 45.3 47.1 1.8

精密機械、医療機械・器具製造 28.6 28.1 29.6 30.2 32.7 35.5 37.1 37.9 42.4 44.6 45.6 48.7 49.1 0.4

その他製造 23.9 25.2 22.8 26.3 29.0 29.6 31.9 31.5 31.4 34.1 35.3 33.0 34.1 1.1

全　体 23.6 24.9 25.9 27.8 31.0 33.3 33.9 33.4 35.6 38.5 39.5 39.0 40.6 1.6

飲食料品卸売 24.5 27.3 27.2 30.2 32.0 31.6 29.5 26.8 29.2 30.7 30.1 29.4 30.7 1.3

繊維・繊維製品・服飾品卸売 15.8 18.2 18.0 19.4 22.6 22.3 22.7 21.2 19.8 23.9 23.1 21.7 22.5 0.8

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 29.6 30.2 30.4 31.7 33.9 35.9 36.1 34.7 34.8 36.7 37.2 36.5 36.3 ▲ 0.2

紙類・文具・書籍卸売 19.0 21.9 23.2 24.0 26.9 26.7 28.3 26.3 29.3 32.2 32.4 30.6 31.4 0.8

化学品卸売 27.6 29.2 29.5 30.1 32.3 36.1 35.7 34.3 37.7 39.1 40.9 40.7 42.0 1.3

再生資源卸売 23.8 24.5 27.8 30.2 32.9 38.7 44.4 45.6 42.4 45.4 55.1 53.4 52.0 ▲ 1.4

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 24.0 24.5 25.3 26.4 30.5 32.1 34.0 32.6 33.4 36.0 37.2 37.5 38.7 1.2

機械・器具卸売 27.4 29.0 28.6 30.6 33.1 34.6 34.4 34.6 36.7 39.5 40.1 39.0 40.7 1.7

その他の卸売 23.1 25.1 25.4 27.6 30.6 33.0 31.6 29.0 31.3 34.4 34.1 32.2 35.5 3.3

全　体 25.3 27.0 27.1 28.9 31.5 33.0 32.8 31.6 33.3 35.8 36.2 35.3 36.8 1.5

飲食料品小売 30.8 30.7 29.1 34.0 38.8 37.0 34.6 33.8 33.1 34.1 32.8 32.6 34.9 2.3

繊維・繊維製品・服飾品小売 23.6 24.7 24.0 19.9 27.8 23.7 22.0 22.7 21.4 23.3 25.0 21.2 20.3 ▲ 0.9

医薬品・日用雑貨品小売 32.7 32.7 31.3 32.6 33.3 29.8 31.3 30.2 32.5 31.1 35.8 29.3 31.4 2.1

小売 家具類小売 31.7 40.0 38.9 38.5 37.5 38.9 35.4 34.4 36.7 38.9 42.7 40.6 39.8 ▲ 0.8

家電・情報機器小売 33.8 29.8 30.5 30.6 34.2 33.3 29.5 28.3 36.3 34.4 37.8 30.8 35.8 5.0

自動車・同部品小売 25.4 29.3 29.3 32.4 34.6 40.2 37.2 35.7 37.6 37.0 38.3 38.6 40.7 2.1

専門商品小売 27.7 30.2 30.0 31.6 33.9 33.3 34.7 32.6 35.5 35.9 34.6 34.5 34.8 0.3

各種商品小売 34.5 40.9 36.9 37.0 37.6 37.3 39.2 38.7 36.2 37.3 32.2 31.1 33.0 1.9

その他の小売 31.8 26.7 25.9 33.3 33.3 34.8 33.3 30.3 33.3 35.0 40.5 25.0 33.3 8.3

全　体 29.1 31.0 30.3 32.1 34.8 35.0 34.2 32.9 34.5 34.9 34.7 33.1 34.5 1.4

運輸・倉庫 21.5 24.2 25.4 28.1 30.1 32.5 31.5 30.0 31.7 33.9 34.5 33.7 34.5 0.8

飲食店 13.8 13.7 12.7 14.5 18.2 21.0 15.3 10.3 12.8 18.9 14.9 13.0 20.5 7.5

電気通信 43.3 41.7 42.6 46.7 41.7 47.2 38.9 46.3 38.1 43.8 38.9 40.5 27.8 ▲ 12.7

電気・ガス・水道・熱供給 34.4 34.9 42.5 42.5 40.4 40.0 38.6 42.5 39.5 47.1 40.4 41.2 45.0 3.8

リース・賃貸 30.2 31.4 32.7 34.5 34.9 37.5 36.2 33.5 32.8 35.0 35.4 35.0 38.1 3.1

旅館・ホテル 4.8 5.1 6.0 12.4 27.2 28.8 11.9 3.4 4.4 10.9 8.6 5.6 11.6 6.0

娯楽サービス 11.5 17.5 22.9 22.4 23.7 29.0 27.0 24.0 25.8 33.1 25.8 29.5 29.2 ▲ 0.3

サービス 放送 26.7 25.6 34.5 33.3 34.4 38.6 42.2 36.3 42.6 51.0 42.7 42.7 42.2 ▲ 0.5

メンテナンス・警備・検査 29.9 33.2 34.1 36.5 38.5 38.5 38.6 36.3 37.5 40.4 39.2 40.8 42.7 1.9

広告関連 14.3 19.0 18.0 20.4 21.1 22.3 22.5 20.2 24.7 26.5 25.6 23.4 27.5 4.1

情報サービス 35.8 37.2 37.9 38.9 40.1 41.6 41.2 41.3 43.6 45.5 45.2 44.9 46.8 1.9

人材派遣・紹介 25.3 24.6 25.4 26.7 29.2 34.3 31.5 31.6 33.6 34.1 35.8 35.5 36.2 0.7

専門サービス 35.0 36.7 36.1 40.0 40.7 42.5 41.0 38.8 42.9 43.6 43.5 41.5 43.4 1.9

医療・福祉・保健衛生 30.5 29.9 31.0 31.4 33.6 34.9 34.8 32.7 34.7 37.1 39.1 39.2 41.2 2.0

教育サービス 28.0 29.5 31.7 34.0 34.7 34.0 34.0 33.3 34.0 32.1 35.7 37.1 38.7 1.6

その他サービス 26.6 28.7 28.4 31.1 31.6 31.4 32.6 30.9 34.2 34.5 34.8 35.2 35.8 0.6

全　体 29.4 31.2 31.8 33.9 35.1 36.8 35.7 33.9 36.5 38.5 37.9 37.5 39.7 2.2

その他 27.1 29.3 28.8 31.5 28.2 29.4 30.8 29.5 30.5 34.4 34.1 33.3 35.5 2.2

  格差（10業界別『その他』除く） 14.8 13.3 13.0 12.6 11.0 9.3 9.4 9.4 8.9 7.7 6.9 6.9 7.2

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：全規模が 3 カ月ぶりにそろって改善、新たな分野の需要創出  
・「大企業」「中小企業」「小規模企業」が 3 カ月ぶりにそろって改善した。「沖縄」以外の緊

急事態宣言が解除されたなか、各企業規模において新たな分野の需要が表れてきた。 
 

・「大企業」（41.9）…前月比 1.7ポイント増。2カ月ぶりに改善。『サービス』は、DX やワ

クチン接種などで受注が旺盛な「情報サービス」などが押し上げ、1年 4カ月ぶりに 40台

に復帰した。また、国の補正予算などで公共工事の執行も堅調だった。 
 

・「中小企業」（38.5）…同 1.6ポイント増。2カ月ぶりに改善。ウッドショックの影響で国

産木材への需要が急増したほか、自動車部品メーカーの景況感も上向き傾向で推移。好調

な半導体関連に加え、SDGsの推進でプラスチックリサイクルの需要も拡大した。 
 

・「小規模企業」（37.1）…同 1.5ポイント増。3カ月ぶりに改善。『小売』は、堅調な食品ス

ーパーのほか、自転車や中古自動車需要の高まりなどがプラス要因となった。また、『金融』

は貸金業や保険代理業などが上向いたことで 40台へと回復した。 
 

 
 

 
 

 
地域別：3 カ月ぶりに全 10 地域が改善、IT 関連や輸出が地域経済を押し上げ  
・『北関東』『北陸』『近畿』など 3カ月ぶりに 10地域すべてが改善した。緊急事態宣言が「沖

縄」を除く9都道府県で解除され、44都道府県が改善した。特に、主要産業として IT関

連や輸出向けの機械製造などを持つ地域の改善が目立った。 
 

・『北関東』（41.2）…前月比 1.7 ポイント増。2 カ月ぶりに改善、1 年 6 カ月ぶりに 40 台

に復帰した。特に「長野」は機械製造などが好調で 47 都道府県中 3 カ月連続のトップと

なるなど、7カ月ぶりに域内 5県がすべて改善した。 
 

・『北陸』（39.2）…同 2.1 ポイント増。2 カ月ぶりに改善。デジタル化推進で IT 関連が好

調な「情報サービス」が 1年 7カ月ぶりに 50台となるなど、『サービス』が大きく改善し

た。また「中小企業」の改善が大きく、規模間格差は 4.4ポイントへと縮小した。 
 

・『近畿』（38.1）…同 1.9ポイント増。3カ月ぶりに改善。緊急事態宣言からまん延防止等

重点措置に移行した「大阪」「京都」「兵庫」を含め、域内2府 4県がすべて改善した。『製

造』は半導体など電気機械関連が堅調に推移し、1年 8カ月ぶりに 40台を回復した。 

地域別グラフ（2018 年 1 月からの月別推移） 
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2018年 19年 20年 21年

北関東

南関東

東海

東北

北陸

九州

近畿

中国

四国

北海道

20年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

21年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 前月比

大企業 30.1 31.7 32.4 33.9 36.4 37.6 37.4 36.3 38.2 40.2 40.8 40.2 41.9 1.7

中小企業 27.0 28.5 29.1 31.1 33.3 34.9 34.5 33.4 35.3 37.5 37.7 36.9 38.5 1.6

（うち小規模企業） 27.8 29.4 30.0 32.0 33.9 35.2 34.2 32.8 34.7 36.7 36.3 35.6 37.1 1.5

格差（大企業－中小企業） 3.1 3.2 3.3 2.8 3.1 2.7 2.9 2.9 2.9 2.7 3.1 3.3 3.4

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

20年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

21年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 前月比

30.6 32.3 33.4 34.4 36.0 34.4 33.0 32.4 33.9 35.3 36.2 34.5 37.1 2.6

28.5 29.7 30.4 32.6 34.4 36.0 35.4 33.8 35.4 36.8 38.0 37.7 39.3 1.6

26.2 27.1 28.0 30.6 33.2 36.6 35.9 34.9 37.2 39.2 39.7 39.5 41.2 1.7

28.4 29.7 30.4 32.3 34.2 35.3 35.2 34.0 35.9 38.4 38.7 38.4 39.8 1.4

26.5 27.5 28.5 30.0 31.8 34.7 35.0 32.7 34.6 38.2 38.6 37.1 39.2 2.1

25.3 27.0 27.7 30.3 32.6 35.6 35.3 34.1 36.1 38.4 38.9 37.9 39.4 1.5

25.9 27.8 28.1 29.5 32.4 34.1 33.9 33.1 35.5 37.4 37.0 36.2 38.1 1.9

27.2 29.4 29.7 32.0 34.3 35.5 34.8 34.5 36.2 37.7 37.8 36.0 37.9 1.9

30.3 30.5 31.5 32.6 33.9 35.3 35.4 33.8 35.4 37.5 36.4 35.8 37.6 1.8

29.7 32.5 31.8 34.2 36.9 37.7 36.9 35.3 37.0 39.0 39.5 37.5 38.3 0.8

5.3 5.5 5.7 4.9 5.1 3.6 3.9 2.9 3.3 3.9 3.5 5.0 4.1

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

南関東

東海

北陸

近畿

北関東

北海道

東北

中国

格差

四国

九州

全国（39.1）と同水準以上の地域

全国（39.1）を下回っている地域

北関東
41.2

南関東

39.8

北陸
39.2

東海

39.4

近畿

38.1

中国
37.9

四国
37.6

九州
38.3

北海道
37.1

東北
39.3
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業界名

4月 5月 6月

37.5 37.7 39.1 ○ ウッドショックによる木材の高騰（森林組合） ○
農・林・水産 ○

○ ワクチンが行き渡り、人出が多くなる（養豚）

× ×

38.3 39.5 41.7 ○ 昨年の未実行分と今年の実行分が合わせて実行されている（生命保険媒介） ○
金融 ○ 生態（ペット）の販売が好調（損害保険）

× △ ワクチン接種率、および感染状況次第（クレジットカード）

×
× 改善の兆しはみられない（事業者向け貸金）

41.4 40.0 41.6 ○ 公共工事が3月補正分も含め徐々に発注されてきている（舗装工事） ○
建設 ○

○ リニア中央新幹線の工事着工が見込まれる（土木工事）

○ 業種転換を図る企業が増え、建設需要が回復している（冷暖房設備工事） ○
△

×
×

×
×

× 鋼材の高騰で先行き不安（鉄筋工事）

40.8 39.4 40.9 ○ リモートワークで東京近郊への移住が影響している（不動産代理・仲介） ○ ワクチン接種率が上昇し、秋以降は少し上向くと考えている（貸事務所）

不動産 △ ○ ワクチン接種によるマインド向上（不動産管理）

×
×

×

39.5 39.0 40.6 ○ ウッドショックにより国産木材への需要が高止まりしている（一般製材） ○
製造 ○

○
○

○ 半導体不足解消のための設備投資に期待（コネクター・スイッチ・リレー製造）

○ 自動車業界は好調。受注も７月に向けて増加（金属プレス製品製造） ×
×

×
×

×

× ウッドショックによる木材供給の遅れや値上がり（建築用木製組立材料製造）

半導体製造装置関連の大手メーカーからの受注が旺盛。自動車部品もEV関係

を中心に増産中（各種機械・同部分品製造修理）

半導体製造用の素材の売り上げが急激に回復した。来年も好調を維持するとの

顧客情報もあり生産体制の強化を行っている（化学工業製品製造）

受注減の回復も無く、原料費の値上がりで厳しい状況が続いている（ゴム製履物・

同付属品製造）

緊急事態宣言、まん延防止等重点措置による行動の自粛。特に、酒の規制が厳

しく、消費が落ち込んでいる（蒸留酒・混成酒製造）

ワクチン接種が進むにつれて人の動きも活発になり、観光旅行や帰省も始まる

（肉製品製造）

ハイブリッド化・EV化による自動車向けの販売増加が、今後も継続すると見込まれ

る（プラスチック成形材料製造）

原油価格の上昇で原材料が値上がりし、今後の先行きが不透明。公共工事の発

注も例年通りかわからない（舗装材料製造）

新型コロナウイルスによるイベント中止で、集客物としての印刷物も減少。飲食、

観光、ホテルなどが回復しないうちは受注を見込めない（印刷）

樹脂製品やそれらを使用した電気部品の納期が異常に長期化している。自社製

品が完成せず、出荷延期となる可能性がある（包装・荷造機械製造）

新型コロナウイルスの影響がほぼない。設備投資に関する受注は減少も、設備保

全に関する受注が増え、全体としてほぼ変わらない（一般管工事）

補助金などもあり現在の景況感はやや良いが、ウッドショックの影響を懸念してい

る（木造建築工事）

公共工事の発注件数、および金額が大きく減少している。民間工事も中小規模

工事の減少が顕著であり、競争が激化している（土工・コンクリート工事）

人流抑制、飲食店の営業時間短縮およびアルコールの提供自粛により、アパレ

ルや飲食店の新規出店、リニューアルの動きが全くない（内装工事）

アフターコロナの経済の動きを見据えて、設備投資を始める企業が目立ってきた

（建築工事）

携帯キャリアの設備投資が順調。ウェブ会議など、ネットワーク設備の構築が大き

い。民需の通信設備工事も順調（電気通信工事）

民間の設備投資、新型コロナウイルスによるマンションなどの発注の延期など、工

事物件が減っている（一般土木建築工事）

木材など住宅資材が高騰し、大手ハウスメーカーも木材の確保に苦戦していると

の情報がある。今後住宅新築棟数が減少する可能性がある（とび工事）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

業界別の景況感企業の声１（農・林・水産～製造）

現在 先行き

鳥インフルエンザ、昨年の相場の暴落により生産が抑制され、需要が供給を上

回っている。結果、相場が高止まりし売り上げ増となっている（養鶏）

例年通り、この時期は公共工事の発注が少ない。また、作業員の引退・高齢化に

ともない、職人の手配がタイトになりつつある（園芸サービス）

ワクチンの接種が開始され、１年後には人の動きがある事を期待する（漁業協同

組合）

１年後は、殺処分された鶏群も新たに稼働を始め、生産量が回復。インバウンドな

ど消費が伸びないと生産過剰に陥り、価格相場が下落する（養鶏）

まだまだ予断を許さず、ワクチン接種率も低いため、経済活動に勢いが戻らない。

特に観光業・飲食業への影響が大きい（クレジットカード）

ワクチン接種が進み、人々の往来が増え経済が回り始めることにより資金需要が

増加する（消費者向け貸し金）

実需層によるマンション購入が増加してきている。一方、事業用物件については、

売買の価格乖離が大きく、回復には時間を要する（建物売買）

緊急事態宣言を受け、当社を含む大規模商業施設に該当する施設は軒並み休

業し、その影響は計り知れない。酒類を提供する飲食店を店子に持つ比率も高

く、このままでは回復不能な状況に陥りかねない（貸事務所）

ウッドショックで、住宅地の取引が減少してきたことに加え、アパート、賃貸マンショ

ン向けの融資条件が厳しくなり、土地取引が鈍くなってくる（土地売買）

6カ月後までは現状を維持するが、融資の返済が始まると倒産件数が増え、景気

が下向きになる（不動産代理・仲介）

なんとか耐え忍んでいる企業でも、このままでは持ちこたえられないところが出てく

る（損害保険代理）
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4月 5月 6月

36.2 35.3 36.8 ○ 半導体製造装置業界が著しい上昇局面で、その恩恵がある（電気機械器具卸売） ○ ワクチンの普及により、観光業界向け販売の増加に期待（乾物卸売）

卸売 ○ 海外の鉄スクラップ価格が高騰、国内価格も高位で安定（鉄スクラップ卸売） ○ 半導体製造装置業界のフォーキャストが右肩上がり（金物卸売）

○ 輸入木材の減少にともない国産材へのシフトが進んでいる（木材・竹材卸売） ○
○ 自動車、電子部品関連の稼働率が改善している（金属加工機械卸売）

○ SDGsの推進でプラスチックリサイクルの需要が伸長（特殊産業用機器卸売）

× ○ 景況感の回復に加え、脱炭素化の積極投資が加速する（一般機械器具卸売）

×
×

× ウッドショックによる着工遅れなどの影響が出る（建築材料卸売）

34.7 33.1 34.5 ○ 新型コロナウイルスの影響で車を使う機会が増えた（中古自動車小売） ○ 緊急事態宣言解除、東京五輪、ワクチン普及効果に期待（靴小売）

小売 ○ ○ ワクチン接種が広がり、少しずつ客足が戻る（洋品雑貨・小間物小売）

○
△ 宅配需要は根強いが、競合も増えている（牛乳小売）

× ×

× ×

× 原油価格の高騰により粗利が圧迫されている（ガソリンスタンド） × 巣ごもり需要で良かった反動がくる（家具小売）

34.5 33.7 34.5 ○ 混乱に乗じた便乗値上げ的な流れがある（運輸に付帯するサービス） ○ 北米向けが回復する見込み（運送代理）

運輸・倉庫 △ 荷動きはあるが、鋼材や木材の価格が高い（内航船舶貸渡） ○ ワクチン接種が進み人流の回復が見込まれる（一般乗用旅客自動車運送）

△ ○ 消費活動の活発化にともなう工場生産の復調（こん包）

○ 一年以上にわたる自粛のリバウンドが期待される（一般貸切旅客自動車運送）

× 新型コロナウイルスによる渡航制限が続いている（一般旅行） △
×

× 人件費や鋼材価格の高騰で、収益の圧迫が懸念される（内航船舶貸渡）

× ×

37.9 37.5 39.7 ○ テイクアウト、デリバリー需要が大幅に高まり、売り上げが伸びている（飲食店） ○
サービス ○

○ ワクチン接種が始まり人の動きが回復する（旅館）

○ 設備投資などの相談案件が増えてきた（総合リース） ○ DX対応など需要増が見込める（ソフト受託開発）

○ デジタル化推進でITへの需要が高まってきている（情報処理サービス） ○ ワクチン接種が進み、対面での企業活動の活性化を期待（ディスプレイ）

○ ワクチン接種など新型コロナウイルス関連の受注が増加（ソフト受託開発） ○
× 5月連休明けから新型コロナウイルスの影響で低調な状況が継続（日本料理店）

× ×

× 有効求人倍率が停滞（労働者派遣） × 公的資金が少なくなり、入札に影響してくる可能性がある（ビルメンテナンス）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

先行き

業界別の景況感企業の声２（卸売～サービス）

業界名
現在

取引先の大多数を占める飲食業者・宿泊業者からの受注が昨年よりさらに少な

く、一昨年と比較すると6割減となっている（酒類卸売）

輸入木材不足による、木造住宅の木材価格の高騰、着工の遅延、着工棟数減少

の影響が顕在化してきた（サッシ卸売）

次期通信規格6G継続され、2025年まで開発が活発化。現在は大手メーカーが

主流であるが、2021年以降は中堅企業からも引き合いがある（電気機械器具卸

売）

需要減少を秋口とみていたが、半導体の供給能力不足などもあり、前倒しされて

きている（鉄スクラップ卸売）

ワクチン接種が進めば制限が緩和され、人の移動が活性化するとみているが、新

型コロナウイルスの変異株などの影響は予測できない（一般旅行）

新型コロナウイルスの収束状況および半導体供給不足の解消の先行きが不透明

（運送取次）

アウトドア用品は空前のキャンプブームで好況。人気商材の枯渇が著しく、生産が

間に合わない状態が続いている（スポーツ用品小売）

半導体不足もあり、受注があってもメーカーより車輌が配送されてこない（自動車

小売）

年齢の高い富裕層の外出自粛により店舗販売が伸びない。ネット販売は堅調な

がら、若年層の利用が多いためか客単価が低い（家具小売）

ワクチン接種が進むにつれて、ペントアップ需要があるとみている（時計・眼鏡・光

学機械小売）

新型コロナウイルスによる収入減を定期解約理由にする入電が多くなってきてい

る（電気通信に付帯するサービス）

港湾関係は世界的な海上コンテナ不足解消の目途が立っていない。そのため、

受注した船積や入港遅れが続いている（港湾運送）

建設現場などへの建材の輸送量が落ちている。前年と比較すると8割以下で、最

も低いところでは、5割以下になっている（一般貨物自動車運送）

燃料需要期を脱したが仕入価格の高止まり、新型コロナウイルスの影響により飲

食店の苦戦でガス消費量も低迷（燃料小売）

半導体不足の影響が、販売製品の供給不足や新車の納車遅れを引き起こしてい

る。半導体の流通が安定するまで不透明（自動車部分品・付属品小売）

世界的に半導体の品不足だけでなく、開発も活況になっており、自社のIPへの引

合いも極めて強い状況にある（技術提供）

ワクチン接種が進み、集団免疫の獲得とともに、ペントアップ需要やGoToなどのイ

ンセンティブにより消費者マインドが改善される（そば・うどん店）

緊急事態宣言解除後、運動不足解消を目的として、スポーツ施設を利用する人

が増えてくる（スポーツ施設提供）

国内貨物は食品系は堅調に推移しているが、輸出入貨物はコンテナ船スケ

ジュールの乱れが改善せず取扱量が安定しない（沿海貨物海運）

今後は新型コロナウイルスの影響などを考えると、公共事業が落ち込む事が考え

られる（土木建築サービス）
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調査先企業の属性 
１．調査対象（2 万 3,737 社、有効回答企業 1 万 1,109 社、回答率 46.8％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時

間外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

3．調査時期・方法 
2021 年 6 月 17 日～6 月 30 日（インターネット調査） 

景気動向指数（景気 DI）について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を目的として、2002年5月から調

査を開始。景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など企業活動全般に関する項目に

ついて全国 2 万 3 千社以上を対象に実施している月次統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞ

れ以下の点数を与え、これらを各選択区分の回答数に乗じて算出している。 

 

 

 

 

景気 DI は、50 を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50 が判断の

分かれ目となる（小数点第 2 位を四捨五入）。また、企業規模の大小に基づくウェイト付けは行っ

ておらず、「1 社 1 票」で算出している。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に中

小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキングデータを加え下記の通り区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測 DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の

｢売り上げ DI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通し DI｣などを加えた structural ARIMA モデ

ルで分析し、景気予測DI を算出している。 
 
 
 
 
 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 2021 
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著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

【問い合わせ先】株式会社帝国データバンク データソリューション企画部  産業データ分析課 
担当：窪田、池田、杉原、石井、長崎 Tel：03-5775-3163 e-mail：keiki@mail.tdb.co.jp 

 

( )
100

6
1

100
6
1

DI
6

0 ××
×

=××
×

=
∑ =

N

Ni

N
i i

有効回答数

の合計各区分回答数各区分点数
景気

選択区分 非常に良い 良い やや良い どちらともいえない やや悪い 悪い 非常に悪い

点数 6 5 4 3 2 1 0

各区分の回答数 N6 N5 N4 N3 N2 N1 N0

（1）地域

537 1,171
698 1,824
834 656

3,454 396
576 963

11,109

（2）業界（10業界51業種）

72 65
116 37

1,802 26
362 18

飲食料品・飼料製造業 356 40
繊維・繊維製品・服飾品製造業 115 77
建材・家具、窯業・土石製品製造業 238 149
パルプ・紙・紙加工品製造業 104 47
出版・印刷 182 8
化学品製造業 408 506
鉄鋼・非鉄・鉱業 519 69
機械製造業 493 6
電気機械製造業 323 20
輸送用機械・器具製造業 109 126
精密機械、医療機械・器具製造業 72 36
その他製造業 92 65
飲食料品卸売業 392 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 177 196
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 341 95
紙類・文具・書籍卸売業 103 490
化学品卸売業 274 65
再生資源卸売業 33 304
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 303 117
機械・器具卸売業 921 31
その他の卸売業 351 196

47
11,109

（3）規模

1,886 17.0%

9,223 83.0%

(3,320) (29.9%)

11,109 100.0%

(250) (2.3%)

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,011）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,895）

放送業

サービス

（1,831）

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（467）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計


